
 

 

 

物価高騰などに対し総合的に支援します 
 

エネルギー・食料品などの物価高騰に対応するため、特に支援が必要な低所得世

帯および事業者などを対象に総合的に支援します。併せて、昨年の高温・渇水の影

響を受けた農業者を支援します。 

 

1 事業数、事業費および財源内訳 

⑴ 事業数、事業費 

区 分 事業数 事業費 

市民向け支援 3 6 億 1,058 万 3 千円 

事業者向け支援 9 1 億 6,922 万 4 千円 

合 計 12 7 億 7,980 万 7 千円 

⑵ 財源内訳 

区 分 
財源内訳 

国庫支出金 一般財源 

市民向け支援 6 億  422 万 3 千円 636 万円     

事業者向け支援 6,060 万 5 千円 1 億 861 万 9 千円 

合 計 6 億 6,482 万 8 千円 1 億 1,497 万 9 千円 

   ※国庫支出金は、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金。 

 

2 市民向け支援の概要 

⑴ 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業費・事務費 

5 億 8,072 万 5 千円 

ア 概  要 住民税非課税世帯への支援およびその事務費 

イ 対  象 市民税均等割非課税世帯 

ウ 対象者数 約 8,200 世帯 

エ 支援内容 1 世帯当たり 7 万円を給付する。 

オ 給付開始日 生活保護世帯：令和 6（2024）年 1 月 31 日（水曜日） 

生活保護世帯以外の対象世帯：令和 6（2024）年 2 月 8 日（木

曜日） 

 

⑵ 低炭素型設備機器導入補助事業 1,835 万円 

ア 概  要 省エネルギー性能の高い家庭用エアコンへの買い換え補助 

イ 対  象 自ら居住する住宅用のエアコンを買い換える市民（一定の要件

あり） 

ウ 支援内容 省エネ基準達成率 100％以上（目標年度 2027 年度）の住宅用エ

アコンを、市内に本社がある店舗から購入する場合、本体購入
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費の 2 分の 1（上限 8 万円）、その他の市内店舗から購入する場

合、本体購入費の 3 分の 1（上限 5 万円）を 1 世帯 1 台に限り

補助する。 

エ 申請期間 令和 6（2024）年 1 月 9 日（火曜日）～3 月 1 日（金曜日） 

 

⑶ 学校給食費 1,150 万 8 千円 

ア 概  要 市立学校などの児童、生徒の給食材料費高騰に対する支援 

イ 対  象 小・中学校および特別支援学校の児童、生徒 

ウ 対象者数 5,370 人 

エ 支援内容 学校給食用米として、令和 5（2023）年産「米山プリンセス・

シスター」を購入し、令和 6（2024）年 2 月、3 月の学校給食

にて提供する。 

 

3 事業者向け支援の概要 

⑴ 原油価格・物価高騰等緊急対策事業 681 万 8 千円 

ア 概 要 障がい福祉サービス事業所および救護施設の物価高騰に対す

る支援 

イ 対  象 障がい福祉サービス事業者および救護施設 

ウ 対象者数 40 サービス事業所 

エ 支援内容 1 事業所当たり 250 万円を上限として、令和 5（2023）年 10 月

の平均利用者数に、通所系事業所は 6 千円（2 時間超 4 時間以

下は半額）を乗じた額、宿泊系事業所は 1 万 2 千円を乗じた額、

入所系事業所は 1 万 8 千円を乗じた額をそれぞれ補助する。ま

た、訪問系事業所および相談支援事業所に対しては 1 事業所当

たり 3 万 5 千円を補助する。 

オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 1 月

15 日（月曜日） 

 

⑵ 原油価格・物価高騰等緊急対策事業 4,450 万 1 千円 

ア 概  要 介護サービス事業所などの物価高騰に対する支援 

イ 対  象 介護サービス事業者など 

ウ 対象者数 147 サービス事業所 

エ 支援内容 1 事業所当たり 250 万円を上限として、令和 5（2023）年 10 月

の平均利用者数に、通所系事業所は 6 千円を乗じた額、宿泊系

事業所は 1 万 2 千円を乗じた額、入所系事業所は 1 万 8 千円を

乗じた額をそれぞれ補助する。また、訪問系事業所に対しては

1 事業所当たり 3 万 5 千円を補助する。さらに、経常利益に応

じた補助率を設定し、業務負担軽減のための設備を導入する場

合に補助する（上限 30 万円）とともに、業務効率向上のための



 

設備を導入する場合に補助する（上限 150 万円）。 

  オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 1 月

31 日（水曜日） 

 

⑶ 物価高騰等対策事業 2,325 万 8 千円 

ア 概  要 病院の省エネルギー設備導入に対する支援 

イ 対  象 病院 

ウ 対象者数 2 施設 

エ 支援内容 LED 照明へ転換する場合に対象経費の 3 分の 2、エネルギー使

用量の削減に資する空調設備を入れ替える場合に対象経費の 2

分の 1 を補助する。 

オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 3 月

31 日（日曜日） 

 

⑷ 原油価格・物価高騰等緊急対策事業 3,010 万円 

ア 概  要 事業者の省エネルギー設備導入に対する支援 

イ 対  象 中小事業者（一定の要件あり） 

ウ 支援内容 

(ア) 照明器具を LED 照明へ入れ替えする場合 

・補助率 3 分の 2 

・上限額 製造業 200 万円、製造業以外 100 万円 

(イ) 空調設備を入れ替えする場合 

 ・補助率 2 分の 1 

 ・上限額 製造業 100 万円、製造業以外 50 万円 

エ 申請期間 令和 6（2024）年 1 月 15 日（月曜日）～令和 7（2025）年 2 月

28 日（金曜日） 

 

⑸ 農業経営収入保険加入促進事業 35 万 2 千円 

ア 概  要 農業経営収入保険加入に対する支援 

イ 対  象 農業経営収入保険加入者 

ウ 対象者数 76 農業者 

エ 支援内容 農業経営収入保険に新たに加入する場合、保険料の 4 分の 3（上

限 15 万円）、継続して加入する場合、保険料の 3 分の 1（上限

2 万円）を補助する。 

オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 3 月

31 日（日曜日） 

 

⑹ 農業共済加入促進事業 55 万 7 千円 

ア 概  要 農業共済加入に対する支援 



 

イ 対  象 農業共済加入者 

ウ 対象者数 153 農業者 

エ 支援内容 共済掛金の 10 分の 1 を補助する。 

  オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 3 月

31 日（日曜日） 

 

⑺ 農業者支援事業 6,120 万 8 千円 

ア 概  要 昨年の高温・渇水の影響で減収となった農業者に対する支援 

イ 対  象 経営耕地面積が 30 アール以上で、令和 5（2023）年にコシヒカ

リを作付けした農業者 

ウ 対象者数 826 農業者 

エ 支援内容 コシヒカリの作付面積 10 アール当たり 4 千円を補助する。 

  オ 交付時期 令和 6（2024）年 2 月中旬（予定） 

 

⑻ 国営造成施設管理費 25 万円 

ア 概  要 土地改良区の農業水利施設の電気料金高騰に対する支援 

イ 対  象 柏崎土地改良区 

ウ 支援内容 令和 4（2022）年 4 月から 12 月までと令和 5（2023）年 4 月か

ら 12 月までの農業水利施設の電気料金を比較し、高騰額分に

対して県と協調しつつ、市が 10％を補助する。 

  エ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 3 月

31 日（日曜日） 

 

⑼ 漁業者物価高騰支援事業 218 万円 

ア 概  要 漁業者の漁箱および漁船の燃料高騰に対する支援 

イ 対  象 新潟県漁業協同組合柏崎支所およびその組合員 

ウ 対象者数 1 事業者、33 組合員 

エ 支援内容 令和 3（2021）年度と令和 5（2023）年度の魚を出荷する際に使

用する魚箱（ぎょばこ)の価格を比較し、高騰額分を補助する。

また、漁船の低燃費航行につながる船底塗装費用の 2 分の 1 を

補助する（上限 5 万円）。 

オ 申請期間 令和 5（2023）年 12 月 20 日（水曜日）～令和 6（2024）年 3 月

31 日（日曜日） 


